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2 はじめに

◼ 需給調整市場では、取引の活性化を主な目的として2026年度から全商品の前日取引化および入札単位時間の
30分化が実施されており、第61回需給調整市場検討小委員会（2026年6月9日）において、前日化前後の
取引状況について確認を行った。

◼ 前日取引化等による取引会員への影響および応札行動に関する実態を把握して、更なる取引の活性化に向けた
各種施策の検討に繋げるために、全取引会員を対象としたアンケートを実施したため、その結果についてご報告する。

◼ また、前日取引化等による調整力の調達および運用への影響も一部懸念されていたところ、一般送配電事業者に
対しても現状の確認を行ったため、そちらの結果も併せてご報告する。



3 （参考）前日取引化後の取引状況等について

出所）第61回需給調整市場検討小委員会（2026年6月9日）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/61.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/61.html
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6 １－ⅰ．取引会員に対する調査に関する概要および項目

◼ 2026年度から実施されている需給調整市場の前日取引化等の影響を確認し、今後の取引活性化に向けた施策
検討に繋げるために、国とも連携のうえで2026年6月10日～2026年6月30日にかけて、需給調整市場の全取引
会員（136社）に対してアンケート調査を実施した。

◼ 主なアンケート項目としては「前日取引化前後の応札状況」、「需給調整市場への応札が困難なリソースの有無」、
「需給調整市場以外でのリソース活用状況・意向」について確認を行い、51社（全取引会員の約38%）から
回答を得られた。

アンケート項目 詳細

前日取引化前後の
応札状況

• 2026年2月および4月の電源種別応札量・応札価格

• 需給リスクの織り込み方

• 日別およびコマ別の増減要因

需給調整市場への応札が
困難なリソースの有無

• 前日化以降も要件を満たしつつ、応札が困難な
リソースの有無およびその要因

需給調整市場以外での
リソース活用状況・意向

• 卸電力市場等での活用状況

• 容量市場への応札状況

• 公募等実施時の入札意向
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8 １－ⅱ．取引会員に対する調査結果：平均応札量およびその変動要因

◼ 需給調整市場の前日取引化に伴う取引会員の応札行動変化を確認するため、前日取引化前（2026年2月）
と、前日取引化後（2026年4月）における平均応札量およびその差異要因について調査を行った。

◼ 本調査における平均応札量の回答合算値は、需給調整市場の取引情報として公表されている応札量実績のうち
約90%に相当する。

◼ 応札量変動要因として、増加方向では「入札時間単位の30分化」、減少方向では「スポット市場後の取引となった
影響」とする回答が多く確認された。

【各商品における電源種別の平均応札量】 【2026年2月と4月の応札量差異要因】



9 （参考）応札量の変動要因における電源種別回答



10 （参考）前日取引化準備状況の調査時における想定応札量および応札量の変化要因

出所）第57回需給調整市場検討小委員会（2025年9月26日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/57.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/57.html


11 （参考）入札時間単位30分化による応札量への影響

出所）第61回需給調整市場検討小委員会（2026年6月9日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/61.html

◼ 入札時間単位については、調整対象リソースが頻繁に入れ替わることで引継ぎがうまくいかず、周波数維持業務に
支障をきたす懸念を考慮し、取引開始時点においては3時間ブロックとして設定していた。

◼ 他方、事業者が応札量を決定するにあたっては、当該ブロックの中で最も供出可能量が少ないコマに合わせて応札
する必要があったことから、応札量増加施策として入札時間単位を30分化している。

◼ 調整対象リソースの入替えについては、余力活用電源を一定時間継続活用することで対応可能と整理された。

出所）第28回需給調整市場検討小委員会（2022年2月24日）資料3-1
https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/28.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/61.html
https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/28.html


12 １－ⅱ．取引会員に対する調査結果：応札価格および変動要因

◼ 需給調整市場の前日取引化前後における応札価格の変化を確認するため、平均応札量と同様に2026年2月と
2026年4月の期間における加重平均応札単価と、その変動要因について調査を行った。

◼ 市場取引情報では応札単価が公開されていないものの、公開されている平均落札価格と、それぞれの期間における
平均応札単価のアンケート回答について対比を行うと、一次調整力の単価に乖離が見られた。

◼ 応札価格が変動している要因として、上昇方向としては「卸電力市場価格の推移」という回答が多く、下落方向では
「想定応札量の変更」ないしは「上限価格の引下げ」との回答が多く挙げられた。



13 （参考）応札価格の変動要因における電源種別回答



14 （参考）価格規律の変更（需給調整市場ガイドライン）

出所）第15回制度設計・監視専門会合（2025年11月21日）資料7
https://www.egc.meti.go.jp/activity/emsc_systemsurveillance/pdf/015_07_00.pdf

◼ 需給調整市場のΔkW価格における一定額（固定費回収のための合理的な額）について、2025年度以前では
「固定費回収の上限額」を「想定約定量」で除すことで算定されていたが、想定約定量の考え方次第で価格水準が
恣意的にコントロール可能であったことから、2026年度以降、当面の間は想定応札量を用いて算定することとされた。

https://www.egc.meti.go.jp/activity/emsc_systemsurveillance/pdf/015_07_00.pdf


15 （参考）ΔkW上限価格の変更（一次・二次①・複合商品の引下げ）

出所）第110回制度検討作業部会（2026年1月23日）資料4をもとに作成
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/jisedai_kiban/system_review/pdf/110_04_00.pdf

◼ 需給調整市場において十分な競争環境が構築されず、上限価格に張り付いた約定が多く残ることで、一般送配電
事業者の調整力調達負担が増大する懸念を鑑み、第110回制度検討作業部会（2026年1月23日）において
一次・二次①・複合商品の上限価格を15円/ΔkW・30分へと引下げることが整理された。

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/jisedai_kiban/system_review/pdf/110_04_00.pdf


16 （参考）ΔkW上限価格の変更（一次・二次①の引下げ）

出所）第4回電力安定供給WG（2026年7月14日）資料6をもとに作成
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/jisedai_kiban/stable_power_supply_wg/pdf/004_06_00.pdf

◼ 第4回電力安定供給ワーキンググループ（2026年7月14日）において、需給調整市場における前日取引化後の
市場取引実績を確認したところ、上限価格付近で一定程度約定できる状況が継続しており、競争状況が改善した
とは評価しがたい状況であることから、一次・二次①・複合商品の上限価格を2026年9月1日実需給分から10円
に引き下げることが示された。

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/jisedai_kiban/stable_power_supply_wg/pdf/004_06_00.pdf


17 １－ⅱ．取引会員に対する調査結果：需給リスクの織り込み状況

◼ 週間取引時は、各事業者が予測の不確実性等を理由として各種需給変動リスクを織り込んで需給調整市場への
応札量を算定していたところ、前日取引に移行することで織り込む需給変動リスクが減少し、需給調整市場に対する
応札量の増加が期待できるとしていた。

◼ 前日取引化後における需給リスク等の織り込み状況について調査を行ったところ、多くの取引会員においては、需給
調整市場への応札量を決定するにあたり、各種需給リスクは織り込むことなく決定していることが確認された。

（件）



18 （参考）需給リスクの織り込み方における電源種別回答



19 （参考）週間取引時点における需給変動リスクの織り込み状況

出所）第35回需給調整市場検討小委員会（2023年1月24日）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/35.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/35.html


20 １－ⅱ．取引会員に対する調査結果：日単位での応札量変動要因

◼ 前日取引化以降、週間取引時と比較して、日によって応札量の大きく異なる事例が複数確認されていたことから、
2026年4月の期間中、各取引会員において応札量が多かった日と少なかった日の差異要因について調査を行った。

◼ 最も多かった回答は「スポット市場における約定状況」であり、起動供出の可否により応札状況は異なっていた。

【応札量が多かった日の主な要因】

➢ スポット市場にて未約定となり、需給調整市場への応札リソースに余力が多く残存していた

➢ スポット市場での約定量が多く、並列リソースの台数が多かったため、起動済リソースの持ち下げによる下げ代
余力の発生により、起動供出量が増加した

【応札量が少なかった日の主な要因】

➢ スポット市場にて全量約定となり、需給調整市場へ応札可能な余力がなかった

➢ スポット市場の約定量が少なく、最低出力を加味した下げ代が不足し、起動供出の余地がなかった

【日単位での応札量変動要因に関する商品別回答数】



21 （参考）日単位での応札量変動要因における電源種別回答



22 （参考）起動供出に関する基本的な考え方

出所）第35回需給調整市場検討小委員会（2023年1月24日）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/35.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/35.html


23 １－ⅱ．取引会員に対する調査結果：連続するコマにおける応札量の変動要因

◼ 入札単位時間30分化以降、3時間ブロック取引時と比較して、連続するコマで応札量が大きく異なるケースが複数
確認されていたため、2026年4月における各取引会員の応札量変動が大きかったコマについて調査を行った。

◼ 応札量が大きく増加したコマ、および大きく減少したコマのいずれにおいても、応札量の変動要因として最も多かった
回答は「kWh制約を含む運用上の制約」であり、需要等に応じて細かく応札量を決定されている点が確認された。

【連続するコマにおいて、応札量が大きく増加および減少する要因】

➢ SOC状況等も含めた運用体制上、応札を実施していない時間帯が存在するため

➢ スポット市場の約定結果を踏まえてリソースの並列・解列を行い、並列必須要件を満たす余力が変動したため

➢ リソースの当該コマにおける出力帯に応じた供出可能量で応札を実施しているため

【応札量が大きく増加した要因の商品別回答数】 【応札量が大きく減少した要因の商品別回答数】



24 （参考）応札量が大きく増加した要因における電源種別回答



25 （参考）応札量が大きく減少した要因における電源種別回答



26 （参考）需給調整市場における商品要件（並列必須要件）

出所）第60回需給調整市場検討小委員会（2026年3月3日）資料3をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/60.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/60.html


27 １－ⅱ．取引会員に対する調査結果：市場応札見送り量および要因

◼ 前日取引化への移行に伴い、各種需給リスク等の織り込みが不要となることから、需給調整市場への応札量増加が
期待されていたが、他にも様々な理由で市場応札を見送っていたこと（応札障壁）について、第47回本小委員会
（2024年5月15日）においてアンケート調査結果等を示し、第54回本小委員会（2025年3月4日）にて確認
した通り、応札障壁の解消に向けて各種誘導的措置を講じていたところ。

◼ 前日取引化が実施された状況で改めて応札障壁の確認を行った結果、火力リソースを中心として応札障壁のある
事例が確認された。応札を見送っている理由の一例については、後述スライドにて詳細をお示しする。

【応札障壁と該当設備量（複合）】



28 （参考）市場応札見送り量の商品別詳細

【一次】 【二次①】

【三次①】【二次②】

【三次②】



29 １－ⅱ．取引会員に対する調査結果：見送り理由の詳細例

◼ 今回のアンケートにおいて、需給調整市場への応札を見送っている理由の詳細としていただいた主なご意見としては、
「アセスメントⅡ違反になる可能性がある」、「燃料供給・管理に制約がある」といった内容であった。

◼ これらの要因については、後述する需給調整市場への意見で得られた回答と合わせて、調整力調達コストが過大と
ならない範囲で、必要に応じて国をはじめとした関係各所と連携の上、検討を進めていくこととしたい。

No. 事業者から寄せられた応札を見送っている理由の一例

１ • 中東情勢等の影響により石油の調達環境が悪化しており、石油機の追加起動供出を実施していない。

２ • 燃料価格が高騰しており、追加起動を伴う入札において上限価格を超過する場合がある。

３ • 属地エリアの募集量および属地外エリアの募集量を超過し、約定可能性が無いため。

４ • タンクの制約により燃料の計画消費が求められており、追加起動等までは現状で対応が出来ていない。

５ • 追加起動/持ち下げ供出に関するシステム開発が遅延しており、今年度下期の対応完了を見込んでいる。

６ • 容量市場の市場応札リクワイアメントを満たすよう、調整機能を切にして増出力する運用を行っているため。

７
• 応札リソースが個別の相対契約を締結している場合に、相対契約先との間で市場利益およびリスク量の

分担協議が難航し、契約締結等を妨げる可能性がある。

８
• 複数の出資会社で共同保有しているリソースにおいて、供出可能量を出資比率で按分して応札しており、

状況によっては按分後の応札量が少なく、アセスメントⅡを満たせない可能性がある。

９ • 応動時間が遅く、複合商品のアセスメント要件を満たすことが出来ない。



30 （参考）過去に示された市場応札見送り量およびその要因

出所）第57回需給調整市場検討小委員会（2025年9月26日）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/57.html

◼ 第57回本小委員会（2025年9月26日）における前日取引化に向けた事前準備時のアンケート調査結果では、
電源種別の応札見送り量としては水力（一般）が最も多い量を占めていた。

◼ 今回のアンケート調査結果では火力に多くの回答が確認されたところ、当時との違いとしては中東情勢の変化による
燃料調達環境の悪化や、システム対応の遅延等が考えられる。

https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/57.html


31 １－ⅱ．取引会員に対する調査結果：振り分け入札

◼ 三次調整力②市場と複合市場の取引タイミングが同一となることから、一方の市場へ応札が偏ってしまうことが懸念
されていたところ、取引会員がどのように応札する市場を決定（振り分け入札）しているのか、改めて確認を行った。

◼ 最も多くの回答が得られたのは「経済合理性の勝る市場に応札」であり、今後も両市場における約定確率等を加味
された結果として、応札量が変動していくことが想定される。

◼ 他方、応札量が多い事前的措置の対象事業者からは「募集量に応じ機械的に按分」との回答も複数得られており、
両市場に対して一定量の応札は期待できると考えられる。



32 （参考）前日取引化準備状況の調査時における振り分け入札の考え方

出所）第57回需給調整市場検討小委員会（2025年9月26日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/57.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/57.html


33 （参考）2026年度の需給調整市場における事前的措置および対象事業者

出所）第16回制度設計・監視専門会合（2025年12月26日）資料3
https://www.egc.meti.go.jp/activity/emsc_systemsurveillance/pdf/016_03_00.pdf

◼ 需給調整市場においては、その適正な取引を確保するために、市場支配力を有する蓋然性の高い事業者に対して、
一定の規範に基づいて入札を行うことを要請する事前的措置を講じている。

◼ 2026年度は、2024年11月から2025年10月における各種取引実績等を基にして分析を行い、19の事業者が
事前措置の対象事業者とされている。

https://www.egc.meti.go.jp/activity/emsc_systemsurveillance/pdf/016_03_00.pdf


34 １－ⅱ．取引会員に対する調査結果： ΔkW以外での活用状況-kWh

◼ 需給調整市場に応札されているリソースに関して、調整力以外としての活用状況として、相対契約や卸電力市場等
における活用状況の確認を行った。

◼ 殆どのリソースが相対契約や卸電力市場等にも活用されているとの回答が得られたが、蓄電池およびDRにおいては
需給調整市場のみで活用されている事例が複数確認された。需給調整市場のみで活用されている主な要因として、
「需給調整市場が最も経済合理性に勝る」といった回答が得られた。

（件）



35 １－ⅱ．取引会員に対する調査結果： ΔkW以外での活用状況-kW

◼ 続いて、需給調整市場以外での活用状況として、容量市場への応札状況についても確認を行った。

◼ 水力一般および揚水は全リソースが安定電源として応札されている一方、火力、蓄電池ならびにDRにおいて、容量
市場へ応札されていないリソースが確認された。容量市場へ応札されていない要因として、火力では「リソースの一部
を停止予定であったため」、蓄電池では「設置までの期間が短く市場への応札が間に合わず、応札が可能なタイミング
から随時実施を予定」、DRでは「需要都合で常時稼働できるものではないため」といった回答が確認された。

（件）



36 １－ⅱ．取引会員に対する調査結果：公募等が実施された場合の考え方

◼ 現在、調整力調達コストの抑制等を目的として、一部の揚水発電所については、一般送配電事業者との間で随意
契約が締結されて、市場外調整力として活用されている。

◼ 今後、仮に市場外調整力の公募や随意契約の募集が実施された場合、調整力提供者として応札する意向がある
のかについて、確認を行った。

◼ 最も多く確認された回答は「環境や条件によるが前向きに検討したい」であり、応札にあたっての判断材料としては、
「リクワイアメント等の要件」や「経済優位性の有無」が挙げられた。

設備容量の一部が落札しうる際、運用権限等の取扱い CAPEX・設備寿命等を考慮した設定の可否

調整力が供出不可時の差替要否 運用における実務負担が過大とならないか

卸電力市場によるアービトラージおよび容量市場の発動
指令への対応

需給調整市場を始めとした、各種市場や取引と比較した
際の経済優位性の有無

【応札にあたっての判断材料の回答例】

（件）



37 １－ⅱ．取引会員に対する調査結果：その他ご意見・ご要望（１／３）

◼ その他、今回の調査対象項目に限らず、各取引会員から寄せられた需給調整市場ならびに取引所のHPに対する、
主なご意見・ご要望（黒字）および一部項目に対する現時点でのご回答（青字）は以下の通り。

◼ 前述の応札障壁も含め、今回頂戴したご意見については、関係各所と調整の上で必要に応じ検討することとしたい。

No. 事業者から寄せられたその他ご意見・ご要望（黒字）および一部回答（青字）

１
• 需給調整市場について、定期的なモニタリングと内容開示を希望する。

⇒ EPRXのHPにおいて半期ごとの取引状況報告を実施している。

２
• 最高/平均/最低落札価格だけでなく、電源種別の価格がわかる形での情報開示を希望する。

⇒ EPRXのHPにおいて電源種別の約定実績を開示している。

３
• 問合せ先等を一元化いただきたい。

⇒ 広域機関の問合せ窓口において、問い合わせの例示および問合せ先のリンク集を作成している。

４
• 応札判断のため、募集量を前日等の早期に開示いただきたい。

⇒ 揚水発電所の随意契約や特定立地電源による募集量控除は、日ごとの池水位や系統状況を
考慮して控除量を決定しているため、早期に確定させることは困難。

５
• 揚水の随意契約による募集量控除等は事業に多大な影響を及ぼすため、慎重にご議論いただきたい。

また、年間一律での募集量は実態に即しておらず、コマ単位や池水位等の考慮を検討いただきたい。
⇒ 揚水発電所の随意契約による募集量控除は、池水位等を踏まえて日ごとに控除量を決定している。

６
• 30分化により月３回のアセスメント違反に抵触するリスクが増大しているので、回数の緩和を希望する。

⇒ 海外事例等を参照すると、従来が緩和状況であり、現状においては見直しを検討する予定は無い。

※ 既に対応の方向性が確定しているものについては、青字で回答を記載



38 １－ⅱ．取引会員に対する調査結果：その他ご意見・ご要望（２／３）

No. 事業者から寄せられたその他ご意見・ご要望（黒字）および一部回答（青字）

７

• 休日や特異日は需要が少なく並列台数が限られるため、並列必須要件のある高速商品への応札量は
限定的となる。GFの必要確保量はエリア需要の3%程度であるのであれば、日々の需要実態に沿った
必要量とすることをご検討いただきたい。
⇒ 直近の残余需要実績から試算すると、一次の必要量に平休日で有意な差異は確認されなかった。

  自然変動電源等による出力変動が残余需要に影響を及ぼすようになっているものと考えられる。

８

• スポット市場閉場から需給調整市場応札までの時間的余裕に乏しく、対応に苦慮している。
需給調整市場の入札締切時刻の後ろ倒しを検討いただきたい。
⇒ 需給調整市場の約定処理に要する時間とその後の下げ調整力不足時の処理フローのスケジュール上

変更することは困難。

９
• 事後精算について、算定が複雑なうえに申請対応期間が短く、対応に苦慮している。

申請期限の後ろ倒しおよび一定の割り切りの元での単純な算定への見直しを検討いただきたい。

10 • MMSへ計画ファイルを登録した際にメール等でのアンサーバックがあると安心。

11※ • 一部リソースに関して、状況次第で調定率が5%を超過する可能性があるため、技術要件を満たせずに
一次への応札を見送っている、技術要件の緩和をご検討いただきたい。

12※ • 蓄電池の一次オフライン枠への参入に対して、設備容量上限が課される前から系統連系を実施していた
リソースが活用できていない状況にある、既設リソースを有効活用できる施策をご検討いただきたい。

13
• 現行のΔkWリクワイアメントでは、実際のkWhの使われ方に対して要求されるkWhのハードルが高く、

火力の燃料タンク等に比べて小規模である揚水の池容量の場合、応札量の抑制要因となりえる。

※ 当該項目については対応検討を実施したため、本日の本小委員会 資料３においてご報告する。



39 １－ⅱ．取引会員に対する調査結果：その他ご意見・ご要望（３／３）

No. 事業者から寄せられたその他ご意見・ご要望

14 • エリアにより市場環境は異なる点を踏まえた募集量等の制度検討を希望する

15 • 十分な競争環境が確認された市場においては、上限価格の引上げもしくは廃止を検討いただきたい。

16 • 蓄電池における余力活用契約（ストレージ型運用）について、運用面を踏まえて例示いただきたい。

17
• 蓄電池を市場応札する際のSOC消費量について、事業者により異なる運用をされている理解。

この点、統一的な見解をお示しいただきたい。

18
• 起動応札にあたって、需給調整市場は余力活用と比較してメリットが劣後していると認識している。

起動供出時の持ち上げ・持ち下げ部分についてのインセンティブをご検討いただきたい。

19
• 需給調整市場へ応札するために必要な設備投資等を回収するにあたっては、0.33円/ΔkW・30分の

一定額では不足しているのではないか。中長期的な調整力確保も念頭に、応札インセンティブの在り方を
ご検討いただきたい。

20
• 容量市場の発動指令/実効性テストと調整力指令が重複した場合、応動実績が重複する時間帯のみが

アセスメント判定されることから、発動指令に対応する分、SOC制約を加味しΔkWの応札を見送っている。
需給調整市場へ応札している際の発動指令・実効性テストのアセスメント緩和を希望する。

21
• 需要リソースにおいて、需給調整市場での指令発動実績により容量市場のベースラインが低下する点を

懸念し、需給調整市場へ応札しないケースがあるため、調整力指令日も容量市場のベースライン除外日
としていただきたい。



40 （参考）需給調整市場におけるスポット市場との応札順序における関係性

◼ 需給調整市場は前日取引化に伴い、以前とは異なり応札のタイミングがスポット市場よりも後へと移行した。

◼ この点、需給調整市場目線では、今回のアンケートでも「スポット市場での約定結果により、需給調整市場への応札
可能量が減少した」との回答が得られたことに加え、第20回制度設計・監視専門会合（2026年5月29日）でも
旧一般電気事業者等へのヒアリング結果として、同様の回答が得られている。

◼ この点、スポット市場後の電源体制から追加起動を行い、既存電源の出力を下げることで調整力として供出すること
で電源の更なる有効活用に繋がると考えられ、燃料の調達環境や各事業者のシステム対応等について、必要に応じ
て追加確認を実施することとしたい。

出所）第20回制度設計・監視専門会合（2026年5月29日）資料3
https://www.egc.meti.go.jp/activity/emsc_systemsurveillance/pdf/020_03_00.pdf

https://www.egc.meti.go.jp/activity/emsc_systemsurveillance/pdf/020_03_00.pdf


41 （参考）スポット市場価格高騰に対する需給調整市場の影響有無について

出所）第21回制度設計・監視専門会合（2026年6月19日）資料3
https://www.egc.meti.go.jp/activity/emsc_systemsurveillance/pdf/021_03_00.pdf

◼ 足元のスポット市場では価格高騰が生じており、第21回制度設計・監視専門会合（2026年6月19日）において
価格高騰について、要因が分析されている。

◼ スポット市場価格高騰の主な要因としては、「中東情勢の影響による燃料費高騰」、「長期電力購入契約の終了」、
「設備による供給力制約」が挙げられており、需給調整市場の前日取引化については、スポット市場に対して多大な
影響があったものとは示されていない状況。

◼ 今後も、卸電力市場および需給調整市場に大きな環境変化等があった際には、双方への影響について関係各所と
連携の上、適宜確認を行っていくこととしたい。

https://www.egc.meti.go.jp/activity/emsc_systemsurveillance/pdf/021_03_00.pdf


42 （参考）足元の市場取引状況（複合-全国）

◼ 需給調整市場における複合商品の取引実績としては、東京および中国エリアで揚水発電の随意契約が締結された
ことによる募集量の低減および取引会員による応札量の増加により、不足率は低減方向となっている。

◼ 各エリア別の実績としては、主に東京および中部エリアにおいて応札量が当該エリアの募集量を超過していることから、
当該エリアにおいて未約定となったリソースが広域調達によって他エリア向けの調整力として約定することで、各エリアの
不足率低減が確認された。（次頁参照）

出所）電力需給調整力取引所HPの速報値をもとに広域機関にて作成
募集量、応札量、落札量、不足量は各ブロック・コマの平均値
平均落札単価は市場での総調達費用/約定量の加重平均
不足率＝各ブロック・コマにおけるエリア毎の不足量計/募集量計



43 （参考）足元の市場取引状況（複合-エリア別）

◼ 応札量は東京・四国エリアを中心に増加している傾向にあり、大きく減少しているエリアは確認されなかった。

◼ 不足率は東北・東京・中部・四国・九州エリアにおいて前日化以前よりも低位で推移していることが確認された。

出所）電力需給調整力取引所HPの速報値をもとに広域機関にて作成
募集量、応札量、落札量、不足量は各ブロック・コマの平均値
平均落札単価は市場での総調達費用/約定量の加重平均
不足率＝各ブロック・コマにおけるエリア毎の不足量計/募集量計



44 （参考）足元の市場取引状況（三次②-全国）

◼ 需給調整市場における三次②の取引実績としては、前回報告時と同様に複合市場の前日取引化以前に比べると
応札量が減少しているものの、複合市場と比較した際に応札量が明確に不足している状況までは至っていない。

◼ 各エリア別の実績としては、東北・北陸エリアにおいて募集量削減係数による募集量圧縮により、2026年5月および
6月の募集量がごく限られる状況となった。また、前日化直後は三次②の応札量が増加していた四国エリアにおいて、
応札量が募集量相当まで減少していることが確認された。（次頁参照）

出所）電力需給調整力取引所HPの速報値をもとに広域機関にて作成
募集量、応札量、落札量、不足量は各ブロック・コマの平均値
平均落札単価は市場での総調達費用/約定量の加重平均
不足率＝各ブロック・コマにおけるエリア毎の不足量計/募集量計



45 （参考）足元の市場取引状況（三次②-エリア別）

◼ 応札量は東京エリアにおいて増加、北陸・四国エリアにおいて減少していることが確認された。

◼ 前日化以前と比較して不足が生じる頻度が増加している点については、前回と同様の状況となっている。

出所）電力需給調整力取引所HPの速報値をもとに広域機関にて作成
募集量、応札量、落札量、不足量は各ブロック・コマの平均値
平均落札単価は市場での総調達費用/約定量の加重平均
不足率＝各ブロック・コマにおけるエリア毎の不足量計/募集量計
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47 ２－ⅰ．一般送配電事業者に対する調査に関する概要および項目

◼ 需給調整市場の前日取引化等にあたっては、TSOによるシステム面対応に加えて、入札単位時間の30分化に伴う
運用上の懸念（契約単位の区切りにおける調整対象リソースの入れ替わりおよび引継ぎの頻発など）への対応が
求められてきたところ。

◼ このような背景を踏まえ、足元の運用状況や今後の懸念事項を把握するために、一般送配電事業者を対象とした
アンケート調査を実施した。

◼ 主なアンケート項目は、「前日取引化等による影響」・「その他懸念事項等」の2点である。

アンケート項目 詳細

前日取引化等による影響

• 前日取引化および入札時間単位の30分化に

より、従前抱えていた課題が解消されたケース

もしくは新たに生じた懸念や課題の有無

• 市場外調整力の調達も加味した調整力の

調達および運用状況

その他懸念事項等
• 上記に限らない、ΔkW確保および調整力kWh

運用に関する課題および懸念
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49 ２－ⅱ．一般送配電事業者に対する調査結果：前日化・30分化による影響

◼ 需給調整市場における複合市場が前日取引に移行した後の調整力確保・運用状況について確認を行ったところ、
入札時間単位の30分化により懸念されていた「調整リソースの頻繁な持ち替えによる電力品質の悪化」については、
余力活用契約が締結されているリソース等を活用することにより、現時点で明確には確認されなかった。

◼ 他方、電源の計画外停止や中東情勢に伴う燃料制約等の要因が重複した際の一部において、需給調整市場およ
び市場外の調達を通じて、調整力必要量の全量を確保することが難しかった断面が生じた点は確認された。

◼ この点、本機関で取りまとめている調整力の確保に関する計画を確認すると、調整機能を有する設備量そのものは
不足しておらず、需給状況の悪化等によって供給力不足に至っていることが影響しているものと考えられる。供給力
確保については、本機関の調整力及び需給バランス評価等に関する委員会や国の審議会等で議論が行われている
ところであり、それらの状況を踏まえて適宜対応を検討することとしたい。

大項目 一般送配電事業者から寄せられた影響事項等

前日取引化

• 調整力供出事業者の応札行動に変化があったため、需給調整市場を

通じた調整力の確保状況に影響があった。

• 運用にあたっては、現時点において明確な影響および支障は無い。

入札単位時間30分化

• 必要量がコマ単位で適正化されたことで、調整力確保費用が低減された。

• 運用にあたっては、余力活用契約等を通じて調整リソースの持ち替えを実施

しており、現時点において明確な影響及び支障は無い。

その他要因
• 燃料制約やリソースの計画外停止、需給ひっ迫等が重複した際の一部で、

調整力必要量の全量が確保しきれない断面が生じた。



50 ２－ⅱ．一般送配電事業者に対する調査結果：その他懸念事項等

◼ その他、ΔkWや調整力kWhの調達・確保および運用等に関する懸念や課題事項等について確認を行った。

◼ 懸念や課題事項としては、「将来的なΔkW確保等の観点からも、中長期にわたって調整力確保が可能となるような
制度や規制についても、ご議論いただきたい。」といった意見が確認された。また、一部の取引会員や電源種における
市場応札および運用行動についても課題が示された。

◼ これらのご意見に関しては、取引会員から寄せられた各種ご意見・ご要望と同様に、関係各所と調整のうえで必要に
応じて具体的な検討を実施することとしてはどうか。

No. 一般送配電事業者から寄せられた懸念事項等

１
• ΔkWの中長期的な確保について、調整力を確実かつ経済的に確保する観点からも、需給調

整市場・随意契約(公募)・市場外調達の活用やグリッドコード等による規制も踏まえて議論
いただきたい。

２ • 連系線確保上限量について、足元の実績も踏まえて適切に更新いただきたい。

３
• 約定実績等を鑑みるに、調整力供出事業者がΔkWの最小約定希望量を適切に設定して

いない可能性があるため、今一度の確認を希望する。

４※ • 蓄電池の運用について、フリッカの発生など電力品質に支障をきたすケースが確認されている。
調整力の効率的な運用に向け、機器設定や余力活用契約等の対応策を検討いただきたい。

※ 当該項目については対応検討を実施したため、本日の本小委員会 資料３においてご報告する。



51 （参考）地域間連系線の確保量の更新について

出所）第17回制度設計・監視専門会合（2026年1月30日）資料3
https://www.egc.meti.go.jp/activity/emsc_systemsurveillance/pdf/017_03_00.pdf

https://www.egc.meti.go.jp/activity/emsc_systemsurveillance/pdf/017_03_00.pdf


52 （参考）2026年2-4月の中部エリアにおける自然体余力の状況

◼ 調整力供出事業者（BG）が自ら起動を確定させている、余力活用に関する契約が締結されている電源における
発電上限からGC時点の発電計画と、ΔkW約定量を差し引いた差分である余力（自然体余力）について、前日
取引化前後での状況変化を確認するため、2026年2月から4月の中部エリアにおける実績値を確認した。

◼ 今後、他のエリアや重負荷期等の実績値も蓄積された段階で、自然体余力が残存している要因等について改めて
調査および分析を進めていくこととしたい。

２～４月（BG計画・ΔkW約定・自然体余力）

２～４月（自然体余力のみ） 前日取引化

前日取引化
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54 まとめ（１／２）

◼ 今回、需給調整市場に係る実態調査として、取引会員および一般送配電事業者へのアンケートを実施した。

【取引会員への調査結果】

[前日取引化前後の応札状況]

➢ 2026年2月および4月の平均応札量は市場実績に対して９割近い回答が得られ、応札量が増加した要因は
「入札時間単位30分化」が、減少した要因は「スポット市場後の取引となった影響」との回答が多く確認された。

➢ 2026年2月および4月の平均応札価格について、応札単価が上昇した要因は「卸電力市場価格の高騰」が、
下落した要因は「想定応札量の変更」ないしは「上限価格の引下げ」との回答が多く確認された。

➢ 需給リスクについては、前日取引化後、多くの取引会員が織り込まずに応札量を算定していることが確認された。

➢ 日単位での応札量の変動要因については、スポット市場における約定状況によって差異が生じているとの回答が
多く確認された。起動供出が可能な事業者は、スポットで多く約定すると並列リソースが多くなるために応札量が
増加する一方、起動供出が不可の事業者は、スポットで多く約定すると余力が減少し、応札量が減少していた。

➢ 連続するコマにおける応札量の大きな変動の要因については、スポットの結果を踏まえた電源体制・出力帯から
応札量を決定しているため、スポット市場における約定状況によって差異が生じているとの回答が多く確認された。

[需給調整市場への応札が困難なリソースの有無]

➢ 要件は満たしているが様々な要因から市場への応札を見送っているリソースは、火力を筆頭に引き続き一定量の
存在が確認された。一部の応札障壁については、時間経過等により解消する見込みであるものも確認されている。

➢ 振り分け入札については、「経済合理性に勝る市場へ応札する」との回答が多い一方で、一部の事業者からは
「募集量に応じて機械的に按分する」との回答が得られるなど、事前準備時と同様の回答傾向が確認された。



55 まとめ（２／２）

[需給調整市場以外でのリソース活用状況・意向]

➢ 需給調整市場以外でのリソース活用状況については、蓄電池を筆頭として需給調整市場のみで活用されている
状況が確認され、卸電力市場等のkWh面では「需給調整市場が最も経済合理性に勝るため」、容量市場では
「市場応札のタイミングに間に合わなかった」等が理由として挙げられた。

➢ 公募等が実施された際は、リクワイアメントや経済優位性次第での判断となるといった回答が多く確認された。

【一般送配電事業者への調査結果】

➢ 一般送配電事業者からは、前日取引化によって周波数維持業務に支障が生じた事例は確認されなかったが、
調整力の確保等について懸念や課題が示された。

【各調査結果を踏まえた今後の進め方】

◼ 前日取引化により期待されていた需給リスクについては実際に低減していることが確認され、入札単位時間30分化
では、3時間だと応札が困難であったリソースの応札および各コマの出力帯に応じた応札量の増加が確認されたが、
応札量の算定に当たっては、スポット市場後の取引となったことによる影響が多く確認された。

◼ これらを踏まえると、前日取引化と同様のタイミングにおいて発生した中東情勢等の影響によって卸電力市場価格が
高騰した一方で、燃料調達環境の悪化やシステム対応の遅れ等により起動供出が十分になされなかったことから、
抜本的な応札不足の改善および競争環境の醸成までは至らなかったものと考えられる。

◼ 引き続き需給調整市場における競争環境の醸成に向け、今回の調査にて取引会員および一般送配電事業者から
得られた意見について、関係各所と連携のうえ、必要に応じて適宜検討等を進めていくこととしたい。
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